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第１章 公共施設マネジメント実施計画について 
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１．１．計画の目的 
本市では、厳しい財政状況と将来的な人口減少の見通しを踏まえ、平成 29 年

３月に「北本市公共施設等総合管理計画」を策定し、「今後 40 年間で公共施設の

延床面積を 50%削減する」という数値目標を立てました。また、令和２年３月に

「北本市公共施設マネジメント実施計画＜北本市公共施設適正配置計画編＞」

を策定し、個別施設の今後 40 年間における具体的な方向性を明示しました。 

本計画はこれら２つの計画を受け、直近５年程度の対策及び保全等の具体的

なスケジュールについてまとめたものです。 

 

１．２．計画の位置付け 
本計画は総合管理計画に基づく「公共施設マネジメント実施計画」の一部であ

る個別施設計画として位置づけられます。 

 

 
図 １-１ 計画の位置付け 
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１．３．計画期間 
個別施設計画の計画期間は、基本的には適正配置計画の計画期間と連動した

５年間としていますが、適正配置計画の第１期については元々開始時期が 1 年

ずれていたことや学校教育系施設及び子育て支援施設以外の施設については更

に１年間計画の策定が遅れたことから、本計画では学校教育系施設及び子育て

支援施設も含め、2022 年度から 2025 年度の４年間で記載します。その後は、４

年間でもう一度見直した後（2026～2029 年度）、計画の進捗状況や社会情勢・財

政状況の変化などを踏まえて、５年ごとに見直しを行います。 

※個別施設計画の計画期間については、適正配置計画編では 10 年間（第１期

は９年間）としていましたが、５年間（第１期は４年間）に変更しています。 

 

 
図 １-２ 計画期間 
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第２章 劣化度評価について 
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２．１．劣化状況調査 
公共施設の状態等を把握するにあたり、「北本市公共施設劣化状況調査マニュ

アル」に基づき、表 ２-１に示す建築部位及び設備について目視等による劣化状

況調査を実施しました。 

表 ２-１ 劣化状況調査の主な調査項目 

部位・設備 主な調査項目 
1.建築部位 

 

(１)屋根・屋上 防⽔シートの浮き・き裂等、排⽔⼝・排⽔溝のつまり等、⾬樋・堅樋の
⽀持⾦具の不良等 

(２)外壁 仕上げ材の浮き・剥離等、吹付等の浮き・剥離等、目地材のひび割れ
等 

(３)内部 天井の漏⽔跡、天井仕上げ材の浮き、たわみ等、壁・床の仕上げ材の
浮き、剥離等 

2.電気設備 電気機器の錆、異⾳・異臭等、外灯の傾き、破損等 
3.機械設備 給排⽔設備、空調・換気設備、衛生設備の錆、損傷等 

 

２．２．劣化度評価 
 

劣化状況調査結果に基づき、上記の建物の部位・設備ごとに ABCD の４段階

にて評価を実施しました。個々の施設の劣化度評価結果は第５章に掲載しまし

た。 

なお、４段階評価の基準及び修繕等の優先度の目安は概ね以下のとおりとし

ました。 

 

表 ２-２ 劣化度評価の区分 

 
評価 基準 

修繕等
の 

優先度 
点数 

 A おおむね良好 低 100 
 B 部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし） 普通 75 
 C 広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し） 優先 40 
 

D 

早急に対応する必要がある 
（安全上、機能上、問題あり） 
（躯体の耐久性に影響を与えている） 
（設備が故障し、施設運営に支障を与えている）等 

最優先 10 

 
  
  

劣化 

良好 
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更に、上記の建物における部位ごとの評価と併せ、経年劣化度について、以下

の基準で点数付けを行い、総合評価点を算出しました。 

 

■経年劣化度による評点 

 

経年劣化度＝（T 一ｔ）／T ×100 

（ただし、T<t の場合は経年劣化度=0） 

T：構造別の耐用年数（RC，SRC，S：60 年、LGS，W：40 年） 

t：建築後の経過年数 

 

ここで、構造の種類は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

■部位ごとの評価による評点 

 

  A：100  B：75  C：40  D：10  

 

 

■総合評価点 

評価項目 評価係数 評価点数（満点） 

1.経年劣化度 1.00 100 

2.部位別劣

化度 

（1）屋根・屋上 2.00 200 

（2）外壁 2.00 200 

（3）内部 1.00 100 

（4）機械設備 1.00 100 

（5）電気設備 1.00 100 

総合評価点（上記 6 項目の合計点数） 800 

 

 

  

RC 造：鉄筋コンクリート造、SRC 造：鉄骨鉄筋コンクリート造、 

S 造：鉄骨造、LGS 造：軽量鉄骨造、W 造：木造 
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第３章 公共施設全体の優先順位の考え方 
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３．１．投資可能額の検討 
本市においては、将来における厳しい財政運営の見通しの中で、公共施設等総

合管理計画では市の公共施設の延床面積を 50%削減する数値目標を立て、それを

もとに具体的な再編プランを適正配置計画で検討しました。40 年間の公共施設

等の更新費用の平均額は自然体の見込みでは 25.6 億円であったのに対し、下記

に示す本計画での想定費用も加えた、各個別施設計画等の取組を実施した場合

の将来費用の試算は 15.5 億円となりました。過去５年間の投資的経費等の平均

額と比べて 0.4 億円の超過となったものの、財政上の上限額（今後の公債費の適

正管理を想定した場合の投資可能な年間経費の想定）に対し 2.7 億円の超過とな

りました。（図３－１、総合管理計画より抜粋） 

 

 

※財政上の上限額（青点線）：全体 12.8 億円/年 
財政上の上限額は、健全な公債費の管理の視点から推定した今後 10 年程度の投資可能な年

間経費の想定額です。 
 
◆延床面積削減割合    

 

（適正配置計画を実行した場合の第４期末時点の想定割合です） 

 

図 ３-１ 各個別施設計画等の取組を実施した場合の将来費用の試算 
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(億円)

道路 下水道 橋りょう

公共施設大規模改修 公共施設更新 公共施設積み残し大規模改修等

公共施設実績 公共施設個別施設計画 維持補修費（インフラ）

維持補修費（公共施設） 将来費用等平均 投資的経費等平均

財政上の上限額

40年間の更新等費用等の平均額：15.5億円/年
（公共施設8.9億円/年、インフラ6.6億円/年）

過去5年間の投資的経費等の
平均額：15.1億円/年

40年間の更新等費用等の合計額：621.0億円
（公共施設355.6億円、インフラ265.4億円）

実績 個別施設計画期間

財政上の上限額：12.8億円/年
40年間の不足額
・16億円/40年
・0.4億円/年
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市全体の投資額を考慮した上で、個別施設計画で精査するために、大規模改修

費や更新費用のみでなく、施設の解体費や長寿命化などに資する改修工事につ

いても記載することとしました。 

廃止した施設の土地売却収入や運営費削減等についても、財源の上乗せとし

ての検討を行いましたが、不確定な内容も多いため計上しておりません。 

また、過年度における大型事業の実施に係る公債費が高水準であることに加

え、昨今のコロナ禍による税収減等も想定される中で、施設への投資を増やすに

は難しい状況にあります。 

 

 

３．２．優先順位の考え方 
このような状況の中で、計画期間の４年間で実施する事業については、適正配

置計画での方向性に加え、施設の劣化度（総合評価）から優先順位を定め、財政

上の上限額を勘案し選定しました。事後保全等に係る費用も含み６億円/年程度

となります。 

しかしながら個々の計画の進捗状況、劣化状況、財政状況等により他の施設へ

の変更、実施時期の変更、対策費用概算の変更などが発生する可能性があるため、

年次計画については、個別施設計画の一部として必要に応じて毎年でも見直し

を行い、公表します。 
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第４章 計画の推進について 

 
 
  



11 
 

４．１．計画の推進について 
個々の施設の計画の推進は各施設所管課で行い、公共施設全体の進捗管理は

行政経営課で行います。計画推進の概念図を図 ４-１に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ４-１ 計画推進の概念図  

  個別施設計画の改訂（5 年に 1 回） 
  年次計画の公表（毎年） 

  改修等の実施と記録（適宜） 
  劣化状況調査（2 年に１回） 
  施設状況の把握（毎年） 

  改修等の実施状況確認（適宜） 
  劣化度評価（2 年に１回） 
  対策内容の検証 

  劣化度評価結果および改修等の
実施状況に基づく、対策優先度
の⾒直し（適宜） 
  年次計画の⾒直し（毎年） 

DO 実施 
・個別施設計画にしたがって、必要な改修事業の予算要求を行い、予算がついた事業

については次年度事業を実施し、公共施設マネジメントシステムに登録します。 
・2 年に 1 回の頻度で劣化状況調査を実施し、その結果は公共施設マネジメントシス

テムに登録します。 
・毎年、施設状況の確認を行います。 

CHECK 検証 
・個別施設計画通りに事業が進捗しているか、実施状況の確認をします。 
・劣化状況調査結果を基に劣化度評価を行い、劣化状況を客観的に把握します。 
・施設状況の確認等により計画に記載のない対策が必要となった場合、対策内容の検 

証、対策費用を算出します。 

ACT 改善 
・劣化度評価結果や改修等の実施状況に基づき、対策優先度を見直します。 
・事業の進捗状況、劣化度評価、施設の状況等により、年次計画の見直しを行います。 

PLAN 計画 
・5 年に 1 回を目安に計画の改訂を行います。 
・毎年、年次計画をホームページで公表します。 
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第５章 施設類型別の個別施設計画 

 
 
  留意事項 

 
対象施設 

〇施設の基本情報は令和３年３月 31 日を基準にしています。 

 

個別施設の状態等 

〇部位劣化度におけるＡＢＣＤの４段階評価は、平成 30 年度実施の劣化状況調
査結果をもとにしていますが、調査以降に工事を実施している施設について
は、評価を更新しています。 

〇付帯施設は除き、主要施設のみ掲載しています。 

 

年次計画 

〇目標使用年数は適正配置計画（令和２年３月）から転載しています。 

〇第１期の方向性（適正配置計画）は、適正配置計画からの転載を基本としてい
ますが、状況を勘案して一部内容を更新しています。 

〇付帯施設は除き、主要施設のみ掲載しています。 

○年次計画は、大規模改修費や更新費用、施設の解体費、長寿命化などに資する
改修工事について記載しています。修繕工事等すべてを記載したものではあり
ません。 

○本計画で示した金額については概算金額です。建築物のライフサイクルコスト
（平成 31 年度版）等を参考として算出しています。 

○廃止や機能移転、運営開始の時期については、廃止は年度末、機能移転と運営
開始は年度当初を想定し記載していますが、実際の時期については、今後の調
整や運営準備等の関係でずれることが想定されます。 
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５．１．市民文化系施設 

（１）対象施設 

 本計画における対象施設は下表のとおりです。 
 

 
 

（２）個別施設の状態等 

 対象施設の劣化状況は下表のとおりです。劣化状況調査の項目や、ABCD によ

る４段階の評価の方法、評点の考え方については、２章をご参照ください。 
 

 

建築
年度 構造

市⺠⽂化系施設 公⺠館等 中央公⺠館 6,543.41 1983 鉄筋コンクリート

市⺠⽂化系施設 南部公⺠館 1,350.21 1984 鉄筋コンクリート

市⺠⽂化系施設 公⺠館 東部公⺠館 843.49 1985 鉄筋コンクリート

市⺠⽂化系施設 ⻄部公⺠館 1,755.94 1986 鉄筋コンクリート

市⺠⽂化系施設 北部公⺠館 1,404.01 1987 鉄筋コンクリート

市⺠⽂化系施設 中丸公⺠館 1,401.06 1989 鉄骨造
市⺠⽂化系施設 勤労福祉センター 1,542.20 1978 鉄筋コンクリート

市⺠⽂化系施設 コミュニティセンター 1,234.55 1979 鉄筋コンクリート

市⺠⽂化系施設 公⺠館 学習センター 2,261.53 1994 鉄筋コンクリート

学校教育系施設 (仮)市⺠活動交流センターA 6,169.28 1971 鉄筋コンクリート

市⺠⽂化系施設 集会所 南部集会所 86.78 1984 鉄筋コンクリート

市⺠⽂化系施設 集会所 東部集会所 103.84 1985 鉄筋コンクリート

市⺠⽂化系施設 集会所 ⻄部集会所 128.69 1986 鉄筋コンクリート

市⺠⽂化系施設 集会所 北部集会所 115.20 1987 鉄筋コンクリート

市⺠⽂化系施設 集会所 中丸集会所 99.50 1989 鉄骨造
市⺠⽂化系施設 多目的ルーム 多目的ルーム 116.40 2001 鉄骨造

延床
面積

代表建物

中分類 小分類 施設名

10 0 2 0 0 2 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 8 0 0

南部公民館 南部公民館 1984 42 D C C D B 267

東部公民館 東部公民館 1985 43 B B C B B 533

西部公民館 西部公民館 1986 45 D B C D B 340

北部公民館 北部公民館 1987 47 B C B D B 437

中丸公民館 中丸公民館 1989 50 D B C D C 310

屋
根

外
壁

内
部

機
械

電
気

総
合
評
価

施設名称 棟名称

経
過
劣
化

部位劣化度

建築
年度
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（３）対策の優先順位の考え方 

≪適正配置の考え方≫（一部修正） 

  中央公民館は本市のシンボル的な施設である文化センターに含まれ、市民

アンケートにおける利用状況調査においても、良く利用されている施設で

あるため、重要度が高いと判断し継続を基本とします。 

ただし、プラネタリウム、ホールについては、運営や公民館との棲み分け

を検討するほか、大規模改修工事実施時には PFI の活用等についても検討

する必要があります。 

  公民館等（勤労福祉センター、コミュニティセンター、学習センター、付

随する各集会所含む）のうち大半の建物が築 30 年を超え、大規模改修時

期を迎えています。建物を全て維持することは難しいため、閉校となる小

学校を活用した複合施設である「（仮）市民活動交流センター」の中に機

能移転します。建物は大規模改修せずに、機能を順次、「（仮）市民活動交

流センター」に移行していきます。 

  北本駅に入っている多目的ルームは当面維持とします。 

  コミュニティセンターと勤労福祉センターは老朽化が進行し、またエレベ

ーターがないことから、第１期前期に旧栄小学校校舎を活用した(仮)市民

活動交流センターA に機能移転しますが、勤労福祉センターの集会室機能

については、東側地域の(仮)市民活動交流センターを整備するまでの間は、

近隣公民館等の代替施設が使用できるように調整、検討します。 

 

≪保全の考え方≫ 

  公民館等は全体的に劣化が進行していますが、直近５年以内に大規模改修

等は行わず、事後保全にて対応します。 

10 0 2 0 0 2 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 8 0 0

南部集会所 南部公民館 1984 42 D C C D B 267

東部集会所 東部公民館 1985 43 B B C B B 533

西部集会所 西部公民館 1986 45 D B C D B 340

北部集会所 北部公民館 1987 47 B C B D B 437

中丸集会所 中丸公民館 1989 50 D B C D C 310

学習センター 学習センター 1994 58 B C B D B 448

勤労福祉センター 勤労福祉センター 1978 32 B D C C C 322

コミュニティセンター コミュニティセンター 1979 33 A D C C C 373

多目的ルーム 駅西口ビル 2001 70 B B B B A 620

中央公民館 文化センター 1983 40 B C C B A 485

（仮）市民活動交流センターA 旧栄小学校校舎棟A棟（管理・普通教室棟） 1971 20 B B B A A 595

（仮）市民活動交流センターA 旧栄小学校校舎棟B棟（管理特別教室棟） 1976 28 A B B A A 653

（仮）市民活動交流センターA 旧栄小学校屋内運動場 1975 27 A A B A A 702

屋
根

外
壁

内
部

機
械

電
気

総
合
評
価

施設名称 棟名称

経
過
劣
化

部位劣化度

建築
年度
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  中央公民館も外壁や内部に劣化が進行していますが、直近５年以内での大

規模改修等は見送り、部分改修にて対応します。 

  多目的ルームは著しい劣化は見られないため、直近５年以内での改修等は

予定しません。 

  旧栄小学校校舎を活用した(仮)市民活動交流センターA は内部改修を中心

とする複合化改修を予定します。 
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（４）年次計画（対策内容と実施時期、対策費用） 

 
  

2022/R4 2023/R5 2024/R6 2025/R7
38 39 40 41

37 38 39 40

36 37 38 39

35 36 37 38

33 34 35 36

38 39 40 41

37 38 39 40

36 37 38 39

35 36 37 38

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討

備考
目標
使用
年数

第１期の方向性
(適正配置計画)

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討 市⺠活動交流センターに機能移転を検討

南部集会所 南部公⺠館 1984

⻄部集会所 ⻄部公⺠館 1986 128.69

北部集会所 北部公⺠館 1987

中丸公⺠館 中丸公⺠館

北部公⺠館

東部公⺠館 東部公⺠館 1985 826.4960年
未満

北部公⺠館 1987 1,370.4360年
未満

115.20

60年
未満

東部集会所 東部公⺠館 1985

60年
未満

60年
未満

⻄部公⺠館 ⻄部公⺠館 1986 1,730.19

1989 1,371.26

南部公⺠館 南部公⺠館 1984 1,330.6160年
未満

施設名称 棟名称 建築
年度

延床面積
（㎡）

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討

市⺠活動交流センターに機能移転を検討

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討

103.84

60年
未満

60年
未満

60年
未満 市⺠活動交流センターに機能移転を検討

市⺠活動交流センターに機能移転を検討

市⺠活動交流センターに機能移転を検討

年次計画（上段：経過年、中段：対策内容、下段：対策費用概算[千円]）

86.78

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討
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2022/R4 2023/R5 2024/R6 2025/R7
33 34 35 36

28 29 30 31

44 45 46 47

廃止

43 44 45 46

廃止

21 22 23 24

39 40 41 42
設計 電気設備改修

5,000 100,000
51 52 53 54
設計 複合化改修 運営開始 外構含む

7,510 212,535
46 47 48 49
設計 複合化改修 運営開始 外構含む

5,006 145,167
47 48 49 50

空調改修
62,000

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討

継続

継続

(仮）市⺠活動交流セン
ターAとして整備　コミュニティ
センター、勤労福祉センター、
保健センター、⺟⼦健康セン
ター、健康増進センターの機
能移転
防災倉庫、粗大ごみ受付所
等の転用

(仮)市⺠活動交
流センターA

3,070.00

(仮)市⺠活動交
流センターA

旧栄小学校'校舎棟
B棟（管理特別教
室棟）

1976 1,969.00

6,461.2780

第１期の方向性
(適正配置計画)

コミュニティセンター コミュニティセンター 1979 1,208.03

建築
年度

目標
使用
年数

延床面積
（㎡）施設名称 棟名称

勤労福祉センター 勤労福祉センター 1978 1,530.7660年
未満

中丸集会所 中丸公⺠館 1989 99.50

学習センター 学習センター 1994 2,250.53

60年
未満

60年
未満

80

80

80

801975 876.00

(仮)市⺠活動交
流センターA

旧栄小学校'校舎棟
A棟（管理・普通教
室棟）

1971

多目的ルーム

旧栄小学校'屋内運
動場

116.40

中央公⺠館 ⽂化センター 1983

(仮)市⺠活動交
流センターAに機
能移転を検討

(仮)市⺠活動交
流センターAに機
能移転を検討

年次計画（上段：経過年、中段：対策内容、下段：対策費用概算[千円]）
備考

市⺠活動交流センターに機能移転を検討

勤労福祉ｾﾝﾀｰとｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰの機能
を(仮)市⺠活動交流センターAに移
転

R10解体を目途に、
それまでに地域ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ活動拠点代替施
設について協議継続

R10解体を目途に、
それまでに地域ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ活動拠点代替施
設について協議継続

60年
未満

勤労福祉ｾﾝﾀｰとｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰの機能
を(仮)市⺠活動交流センターAに移
転

市⺠活動交流センターに機
能移転

駅⻄⼝ビル 2001
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○配置図 
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５．２．社会教育系施設 

（１）対象施設 

 本計画における対象施設は下表のとおりです。 
 

 
 

（２）個別施設の状態等 

 対象施設の劣化状況は下表のとおりです。劣化状況調査の項目や、ABCD によ

る４段階の評価の方法、評点の考え方については、２章をご参照ください。 
 

 
 

 

 

建築
年度 構造

社会教育系施設 図書館 中央図書館 1,224.99 1983 鉄筋コンクリート

社会教育系施設 図書館 こども図書館 498.54 2014 鉄骨造
社会教育系施設 図書館分室 図書館南部分室 64.80 1984 鉄筋コンクリート

社会教育系施設 図書館分室 図書館⻄部分室 73.35 1986 鉄筋コンクリート

社会教育系施設 図書館分室 図書館学習センター分室 84.70 1994 鉄筋コンクリート

社会教育系施設 博物館等 郷⼟資料室 735.60 1968 鉄筋コンクリート

社会教育系施設 その他社会教育
系施設 野外活動センター 1,504.63 1997 鉄筋コンクリー

ト、一部木造

社会教育系施設 その他社会教育系施設 堀の内集会所 302.45 2016 木造

延床
面積

代表建物

中分類 小分類 施設名

1 00 2 0 0 2 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 8 0 0

中央図書館 文化センター 1983 40 B C C B A 485

こども図書館 市役所及び児童館 2014 92 A B A A A 742

図書館南部分室 南部公民館 1984 42 D C C D B 267

図書館西部分室 西部公民館 1986 45 D B C D B 340

図書館学習センター分室 学習センター 1994 58 B C B D A 473

郷土資料室 北本中学校 1968 15 C D C A C 295

野外活動センター 野外活動センター管理棟 1997 45 C B C C A 455

野外活動センター 野外活動センター　キャンプサイト上屋 2017 97 A A A A A 797

堀の内集会所 堀の内集会所 2016 93 A A B A A 768

屋
根

外
壁

内
部

機
械

電
気

総
合
評
価

施設名称 棟名称

経
過
劣
化

部位劣化度

建築
年度
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（３）対策の優先順位の考え方 

≪適正配置の考え方≫（一部修正） 

  中央図書館は本市のシンボル的な施設である文化センターに含まれ、市民

アンケートにおける利用状況調査においても、最も多く利用されている施

設であるため、重要度が高いと判断し継続とします。 

  図書館分室については、公民館と同様に閉校を活用した複合施設「（仮）

市民活動交流センター」の中に機能移転していきますが、利用者数が少な

いことから、運営方法や東西バランスを考慮し、機能移転を検討します。 

  郷土資料室については、老朽化が進行し耐震性能もないことから機能移転

します。 

  児童館の中にあるこども図書館は当面、市役所との複合施設として維持し

ます。 

  野外活動センターは、本市の特色である大宮台地の自然を体験する場とし

て重要であるため継続します。ただし、ボイラー設備の維持コストが高く、

今後の維持は容易でないため、浴室設備については廃止し、シャワー設備

に切り替えます。 

  堀の内集会所は当面維持とします。 

 

≪保全の考え方≫ 

  中央図書館は外壁や内部に劣化が進行していますが、直近５年以内での大

規模改修等は見送り、部分改修にて対応します。 

  図書館分室は全体的に劣化が進行していますが、公民館と同様に直近５年

以内に大規模改修等は行わず、事後保全にて対応します。 

  野外活動センターは全体的に劣化が進行していますが、直近５年以内での

大規模改修等は見送り、部分改修にて対応します。 

  郷土資料室は移転先を検討しつつ、不具合が生じた場合は事後保全にて対

応します。 

  堀の内集会所は築年数が短く、特に大きな劣化は見られないため、直近５

年以内での改修等は予定しません。 
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（４）年次計画（対策内容と実施時期、対策費用） 

 
 
 
 
 

2022/R4 2023/R5 2024/R6 2025/R7
39 40 41 42

8 9 10 11

38 39 40 41

36 37 38 39

28 29 30 31

54 55 56 57

25 26 27 28
空調設備改修

21,670
6 7 8 9

84.70

郷⼟資料室 北本中学校 1968 735.60

60

図書館学習セン
ター分室

学習センター 1994 60年
未満

60年
未満

堀の内集会所 堀の内集会所 2016

野外活動センター 野外活動センター管
理棟

1997 990.73

移転先検討

年次計画（上段：経過年、中段：対策内容、下段：対策費用概算[千円]）
備考

図書館⻄部分室 ⻄部公⺠館

498.54

80

市⺠活動交流センターに機能移転を検討

1986 73.35

こども図書館 市役所及び児童館 2014

南部公⺠館 1984 64.8060年
未満

60年
未満

296.4540

中央図書館 ⽂化センター 1983 1,224.99

施設名称 棟名称 建築
年度

目標
使用
年数

延床面積
（㎡）

80

図書館南部分室

継続

継続

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討

市⺠活動交流センターに機
能移転を検討

移転先検討

継続とするが、浴室設備につ
いては廃止

継続

第１期の方向性
(適正配置計画)

市⺠活動交流センターに機能移転を検討
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○配置図 
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５．３．スポーツ・レクリエーション系施設 

（１）対象施設 

 本計画における対象施設は下表のとおりです。 
 

 
 

（２）個別施設の状態等 

 対象施設の劣化状況は下表のとおりです。劣化状況調査の項目や、ABCD によ

る４段階の評価の方法、評点の考え方については、２章をご参照ください。 
 

 
 

 

 

（３）対策の優先順位の考え方 

≪適正配置の考え方≫（適正配置計画より抜粋、一部修正） 

  スポーツ施設である体育センターは、大規模改修時期を迎えています。大

規模改修には多額の費用が見込まれるため、大規模改修は見送り、中学校

の閉校を活用した「（仮）体育機能重視型市民活動交流センター」の中に

機能移転し、廃止することを検討します。 

 

≪保全の考え方≫ 

  全体的に劣化が進行していますが、直近５年以内に大規模改修等は行わず、

事後保全にて対応します。 

建築
年度 構造

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 ｽﾎﾟｰﾂ施設 体育センター 8,696.55 1990 鉄筋コンクリート

中分類 小分類 施設名 延床
面積

代表建物

1 00 2 0 0 2 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 8 0 0

体育センター 体育センター 1990 52 D C D C A 302

屋
根

外
壁

内
部

機
械

電
気

総
合
評
価

施設名称 棟名称

経
過
劣
化

部位劣化度

建築
年度
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（４）年次計画（対策内容と実施時期、対策費用） 

 
 
  

2022/R4 2023/R5 2024/R6 2025/R7
32 33 34 35体育センター 体育センター 1990 8,643.1660年

未満

施設名称 棟名称 建築
年度

目標
使用
年数

延床面積
（㎡）

第１期の方向性
(適正配置計画)

年次計画（上段：経過年、中段：対策内容、下段：対策費用概算[千円]）
備考

体育機能重視型市⺠活動
交流センターに機能移転を
検討
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○配置図 
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５．４．産業系施設 

（１）対象施設 

 本計画における対象施設は下表のとおりです。 
 

 
 

（２）個別施設の状態等 

 対象施設の劣化状況は下表のとおりです。劣化状況調査の項目や、ABCD によ

る４段階の評価の方法、評点の考え方については、２章をご参照ください。 
 

 
 

（３）対策の優先順位の考え方 

≪適正配置の考え方≫（適正配置計画より抜粋） 

  農業ふれあいセンターは市民アンケートでは、文化センターに次いで利用

されている施設です。 

  地域経済の活性化と農業振興という目的があり継続します。 

 

≪保全の考え方≫ 

  農業ふれあいセンターは令和元年度に改修工事を実施し、農産物販売施設

前に屋外展示場を設置し、屋外トイレは産業振興拠点施設と合わせて、建

て替えを実施しています。 

建築
年度 構造

産業系施設 産業系施設 農業ふれあいセンター 938.90 2002 鉄骨造

中分類 小分類 施設名 延床
面積

代表建物

10 0 2 0 0 2 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 8 0 0

農業ふれあいセンター 農産物販売施設 2002 72 C B B A B 552

農業ふれあいセンター 地域食材供給施設 2007 70 B A B B A 670

施設名称 棟名称

経
過
劣
化

部位劣化度

建築
年度

屋
根

外
壁

内
部

機
械

電
気

総
合
評
価
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（４）年次計画（対策内容と実施時期、対策費用） 

 
 
  

2022/R4 2023/R5 2024/R6 2025/R7
20 21 22 23

15 16 17 18

3 4 5 6

3 4 5 6

年次計画（上段：経過年、中段：対策内容、下段：対策費用概算[千円]）

継続

継続

農業ふれあいセン
ター

産業振興拠点施設 2019 60 184.48

126.67農業ふれあいセン
ター

地域食材供給施設

施設名称 棟名称 建築
年度

目標
使用
年数

494.0060

60

2007

備考延床面積
（㎡）

第１期の方向性
(適正配置計画)

継続

農業ふれあいセン
ター

屋外展示場 2019 133.75

農業ふれあいセン
ター

農産物販売施設 2002

継続

60
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○配置図 
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５．７．保健・福祉施設 

（１）対象施設 

 本計画における対象施設は下表のとおりです。 
 

 
 

（２）個別施設の状態等 

 対象施設の劣化状況は下表のとおりです。劣化状況調査の項目や、ABCD によ

る４段階の評価の方法、評点の考え方については、２章をご参照ください。 
 

 
 

 

 

建築
年度 構造

保健・福祉施設 総合福祉センター 総合福祉センター 2,525.39 1991 鉄筋コンクリート

保健・福祉施設 健康増進センター 健康増進センター 2,912.72 1978 鉄筋コンクリート

保健・福祉施設 障害福祉施設 障害児学童保育室 182.16 2006 鉄筋コンクリート

保健・福祉施設 障害福祉施設 あすなろ学園 955.63 1983 軽量鉄骨造
保健・福祉施設 障害福祉施設 ふれあいの家 488.94 2009 鉄骨造
保健・福祉施設 障害福祉施設 ふれんどりぃ 279.80 2003 木造
保健・福祉施設 児童福祉施設 児童発達⽀援センター 535.42 1994 鉄骨造
保健・福祉施設 保健施設 保健センター 667.57 1978 鉄筋コンクリート

保健・福祉施設 保健施設 ⺟⼦健康センター 308.09 1979 鉄筋コンクリート

延床
面積

代表建物

中分類 小分類 施設名

10 0 2 0 0 2 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 8 0 0

総合福祉センター 総合福祉センター 1991 53 D D C C B 248

健康増進センター 健康増進センター本館 1978 32 D C D C C 222

健康増進センター 健康増進センター増築棟 1978 32 D C C C C 252

健康増進センター 健康増進センター屋内ゲートボール場 1993 35 D B C A A 445

障害児学童保育室 旧栄小学校 2006 68 A A B B A 718

あすなろ学園 あすなろ学園 1983 10 B C C C C 360

ふれあいの家 ふれあいの家 2009 83 B B B B A 633

ふれんどりぃ ふれんどりぃ作業室 2003 60 B A B A A 685

児童発達支援センター 児童発達支援センター 1994 58 B B C A A 598

保健センター 勤労福祉センター 1978 32 B D C C B 357

母子健康センター コミュニティセンター 1979 33 C D C C A 313

総
合
評
価

屋
根

外
壁

内
部

機
械

電
気

施設名称 棟名称

経
過
劣
化

部位劣化度

建築
年度
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（３）対策の優先順位の考え方 

≪適正配置の考え方≫（適正配置計画より抜粋、一部更新） 

  総合福祉センターは（仮）市民活動交流センターへの機能移転を検討しま

す。 

  障害児学童保育室、あすなろ学園、ふれあいの家、ふれんどりぃ、児童発

達支援センターは当面、維持します。 

  2 つある保健センターは旧栄小学校を活用した（仮）市民活動交流センタ

ーA への機能移転を検討します。 

  健康増進センターの浴室設備についてはボイラー維持のコストが高く、維

持管理が容易でないため、廃止を検討します。それ以外の機能は、廃校と

なる小学校を活用した複合施設である「（仮）市民活動交流センター」の

中に機能移転を検討します。 

 

≪保全の考え方≫ 

  総合福祉センターは全体的に劣化が進行していますが、直近５年以内に大

規模改修等は行わず、事後保全にて対応します。 

  あすなろ学園は全体的に劣化が進行していますが、直近５年以内での大規

模改修等は行わず、事後保全にて対応します。 

  ふれあいの家、ふれんどりぃ、児童発達支援センターは劣化が進行してい

る箇所が一部あるものの、全体的には比較的良好なため、直近５年以内で

の改修等は予定しません。 
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（４）年次計画（対策内容と実施時期、対策費用） 

 
 

2022/R4 2023/R5 2024/R6 2025/R7
31 32 33 34

44 45 46 47

27 28 29 30

29 30 31 32

16 17 18 19

39 40 41 42

13 14 15 16

19 20 21 22

28 29 30 31

既存建物はR10ま
でに解体検討

既存建物はR10ま
でに解体検討

健康増進センター屋
内ゲートボール場

1993 1,297.43

健康増進センター 健康増進センター本
館

1978 766.21

健康増進センター 健康増進センター増
築棟

1995 758.00

健康増進センター

総合福祉センター 総合福祉センター 1991 2,493.5960年
未満

施設名称

児童発達⽀援セ
ンター

児童発達⽀援セン
ター

1994 523.0060

ふれあいの家 ふれあいの家 2009 488.94

ふれんどりぃ ふれんどりぃ作業室 2003 245.71

60

40

障害児学童保育
室

旧栄小学校 2006 182.16

あすなろ学園 あすなろ学園 1983 929.33

80

継続

継続

継続

60年
未満

60年
未満

60年
未満

60

(仮）市⺠活動交流セン
ターへ機能移転への機能移
転を検討
(仮）市⺠活動交流セン
ターへ機能移転

(仮）市⺠活動交流セン
ターへ機能移転

(仮）市⺠活動交流セン
ターへ機能移転、浴室設備
については廃止

継続

継続

棟名称 建築
年度

目標
使用
年数

延床面積
（㎡）

第１期の方向性
(適正配置計画)

年次計画（上段：経過年、中段：対策内容、下段：対策費用概算[千円]）
備考

R6に(仮)市⺠活動交流センターAに
機能移転し、廃止を検討

R6に(仮)市⺠活動交流センターAに
機能移転し、廃止を検討

R6に機能移転と廃止を検討



49 
 

 
 
 
  

2022/R4 2023/R5 2024/R6 2025/R7
44 45 46 47

廃止

43 44 45 46
廃止

既存建物はR10ま
でに解体検討

既存建物はR10ま
でに解体検討

保健センター 勤労福祉センター 1978 667.5760

⺟⼦健康センター コミュニティセンター 1979 308.0960

(仮）市⺠活動交流セン
ターへ機能移転

(仮）市⺠活動交流セン
ターへ機能移転

施設名称 棟名称 建築
年度

目標
使用
年数

延床面積
（㎡）

第１期の方向性
(適正配置計画)

年次計画（上段：経過年、中段：対策内容、下段：対策費用概算[千円]）
備考

R6に(仮)市⺠活動交流センターAに
機能移転

R6に(仮)市⺠活動交流センターAに
機能移転
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○配置図 
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５．８．行政系施設 

（１）対象施設 

 本計画における対象施設は下表のとおりです。 
 

 
※市政情報コーナー及び市役所駅連絡所は令和２年度に多目的ルームに変更と

なっています。 
 

（２）個別施設の状態等 

 対象施設の劣化状況は下表のとおりです。劣化状況調査の項目や、ABCD によ

る４段階の評価の方法、評点の考え方については、２章をご参照ください。 
 

 
 

 

 

建築
年度 構造

⾏政系施設 庁舎等 北本市役所 9,803.07 2014 鉄骨造
⾏政系施設 その他⾏政系施設 久保⼟地区画整理事務所 178.17 2013 鉄骨造
⾏政系施設 その他⾏政系施設 北本市拠点防災倉庫 634.26 2014 鉄骨造
⾏政系施設 消防施設 北本市消防団第１分団 79.48 2019 鉄骨造
⾏政系施設 消防施設 北本市消防団第２分団 58.60 1974 鉄骨造
⾏政系施設 消防施設 北本市消防団第３分団 71.01 2003 鉄骨造
⾏政系施設 消防施設 北本市消防団第４分団 83.94 2011 鉄骨造
⾏政系施設 消防施設 北本市消防団第５分団 79.48 2019 鉄骨造
⾏政系施設 消防施設 北本市消防団第６分団 66.12 1986 鉄骨造

中分類 小分類 施設名 延床
面積

代表建物

100 2 0 0 2 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 8 0 0

北本市役所 庁舎 2014 92 A B A A A 742

北本市拠点防災倉庫 防災倉庫 2014 92 A A A A A 792

北本市消防団第１分団 北本市消防団第１分団　消防器具置場 1977 30 A C A B A 585

北本市消防団第２分団 北本市消防団第２分団　消防器具置場 1974 25 A B B A A 650

北本市消防団第３分団 北本市消防団第３分団　消防器具置場 2003 73 A B B A A 698

北本市消防団第４分団 北本市消防団第４分団　消防器具置場 2011 87 A A A A A 787

北本市消防団第５分団 北本市消防団第５分団　消防器具置場 1979 33 C C C B B 383

北本市消防団第６分団 北本市消防団第６分団　消防器具置場 1986 45 C C C B A 420

部位劣化度 総
合
評
価

屋
根

外
壁

内
部

機
械

電
気

施設名称 棟名称
建築
年度

経
過
劣
化

※消防団第１及び第５分団は 2019 年度に更新を行っており、内容は更新前のものとなってい

ます。 
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（３）対策の優先順位の考え方 

≪適正配置の考え方≫（適正配置計画より抜粋） 

  庁舎、消防施設については、今後も維持します。なお、第１分団と第５分

団については、令和元年度に建替えを行っています。 

  久保土地区画整理事務所については、当面は維持していきます。 

 

≪保全の考え方≫ 

  市役所、拠点防災倉庫、久保土地区画整理事務所は築年数が短く、特に大

きな劣化は見られないため、直近５年以内での改修等は予定しません。 

  消防団消防器具置き場については、第６分団で劣化が進行しているため、

直近５年以内で外壁・屋根改修を予定します。 
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（４）年次計画（対策内容と実施時期、対策費用） 

 
 

 

2022/R4 2023/R5 2024/R6 2025/R7
8 9 10 11

9 10 11 12

8 9 10 11

3 4 5 6

48 49 50 51

19 20 21 22

11 12 13 14

3 4 5 6

36 37 38 39
設計 外壁・屋根改修

156 3,124

北本市拠点防災
倉庫

防災倉庫 2014 634.2680

北本市消防団第
３分団

北本市消防団第３
分団　消防器具置
場

2003 71.01

久保⼟地区画整
理事務所

久保⼟地区画整理
事務所

2013 178.17

北本市役所 庁舎 2014 9,593.9880

施設名称 棟名称 建築
年度

延床面積
（㎡）

北本市消防団第
１分団

北本市消防団第１
分団　消防器具置
場

2019 64.30

北本市消防団第
２分団

北本市消防団第２
分団　消防器具置
場

1974 58.60

60

60

北本市消防団第
４分団

北本市消防団第４
分団　消防器具置
場

2011 83.94

60

60

北本市消防団第
５分団

北本市消防団第５
分団　消防器具置
場

2019 58.37

北本市消防団第
６分団

北本市消防団第６
分団　消防器具置
場

1986 66.12

60

60

目標
使用
年数

40

第１期の方向性
(適正配置計画)

継続

継続

年次計画（上段：経過年、中段：対策内容、下段：対策費用概算[千円]）
備考

継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続
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○配置図 
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５．９．公営住宅 

（１）対象施設 

 本計画における対象施設は下表のとおりです。 
 

 
 

（２）個別施設の状態等 

 対象施設の劣化状況は下表のとおりです。劣化状況調査の項目や、ABCD によ

る４段階の評価の方法、評点の考え方については、２章をご参照ください。 
 

 
 

 

（３）対策の優先順位の考え方 

≪適正配置の考え方≫（適正配置計画より抜粋） 

  市営住宅は計画的な修繕として大規模改修工事を終了しています。住宅困

窮者のための住宅供給事業として実施しています。公営住宅法に定められ

た法定耐用年数 70 年までは使用したのち、その後は更新しないことを前

提に、今後の情勢を踏まえ検討します。 

 

≪保全の考え方≫ 

  今後、大規模改修等は行わず、部分改修にて対応します。直近５年間では、

屋上防水の改修を予定します。 

建築
年度 構造

公営住宅 公営住宅 市営台原住宅 774.29 1987 鉄筋コンクリート

公営住宅 公営住宅 市営⼭中住宅 781.30 1989 鉄筋コンクリート

中分類 小分類 施設名 延床
面積

代表建物

100 2 0 0 2 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 8 0 0

市営台原住宅 市営台原住宅 1987 47 B B A A B 622

市営山中住宅 市営山中住宅 1989 50 A B A B A 675

施設名称 棟名称

経
過
劣
化

部位劣化度

建築
年度

総
合
評
価

屋
根

外
壁

内
部

機
械

電
気
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（４）年次計画（対策内容と実施時期、対策費用） 

 
 
 
  

2022/R4 2023/R5 2024/R6 2025/R7
35 36 37 38

設計 屋上防水
153 2,400

33 34 35 36
設計 屋上防水

125 2,378

施設名称 棟名称 建築
年度

目標
使用
年数

延床面積
（㎡）

第１期の方向性
(適正配置計画)

年次計画（上段：経過年、中段：対策内容、下段：対策費用概算[千円]）
備考

継続

継続

70 760.29

70市営⼭中住宅 市営⼭中住宅 1989 753.30

市営台原住宅 市営台原住宅 1987
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○配置図 
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５．１０．供給処理施設 

（１）対象施設 

 本計画における対象施設は下表のとおりです。 
 

 
 

（２）個別施設の状態等 

 対象施設の劣化状況は下表のとおりです。劣化状況調査の項目や、ABCD によ

る４段階の評価の方法、評点の考え方については、２章をご参照ください。 
 

 
 

 

（３）対策の優先順位の考え方 

≪適正配置の考え方≫（適正配置計画より抜粋） 

  新ごみ処理施設の建設・稼働に合わせて、役割を終えた段階で廃止します。 

 

≪保全の考え方≫ 

  新ごみ処理施設の建設には、令和４年度から概ね 10 年程度が見込まれて

いるため、それまでの間、ごみ処理が安定的に行えるよう計画的に保全し

ていきます。 

建築
年度 構造

供給処理施設 供給処理施設 中丸一般廃棄物一時保管場 423.00 2000 鉄骨造

中分類 小分類 施設名 延床
面積

代表建物

100 2 0 0 2 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 8 0 0

中丸一般廃棄物一時保管場 中丸一般廃棄物一時保管場 2000 68 C C C B A 443

施設名称 棟名称

経
過
劣
化

部位劣化度

建築
年度

総
合
評
価

屋
根

外
壁

内
部

機
械

電
気
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（４）年次計画（対策内容と実施時期、対策費用） 

 
 
 
  

2022/R4 2023/R5 2024/R6 2025/R7
22 23 24 25

施設名称 棟名称 建築
年度

目標
使用
年数

延床面積
（㎡）

第１期の方向性
(適正配置計画)

年次計画（上段：経過年、中段：対策内容、下段：対策費用概算[千円]）
備考

423.00 第１期後期廃止を検討中丸一般廃棄物
一時保管場

中丸一般廃棄物一
時保管場

2000 60
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○配置図 
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５．１１．その他 

（１）対象施設 

 本計画における対象施設は下表のとおりです。 
 

 
※旧教育センター及び貸付地（北本リサイクル協同組合）については令和２年度

に解体しています。 

（２）個別施設の状態等 

 対象施設の劣化状況は下表のとおりです。劣化状況調査の項目や、ABCD によ

る４段階の評価の方法、評点の考え方については、２章をご参照ください。 
 

建築
年度 構造

その他 その他 ⺠具収蔵庫（旧学校給食センター） 1,304.42 1980 鉄筋コンクリート

その他 その他 横⽥薬師堂脇公衆便所 11.00 1984 木造
その他 その他 ⾝元不明死体一時安置所 9.90 1992 木造
その他 その他 観光公衆トイレ 8.64 2017 軽量鉄骨造
その他 その他 北本駅東⼝公衆トイレ 20.05 2018 鉄筋コンクリート

その他 その他 北本駅⻄⼝公衆便所 41.43 2001 鉄骨造
その他 その他 ⺠具収蔵庫（旧栄学童） 98.16 1982 軽量鉄骨造
その他 その他 ねぷた保管用倉庫1 84.00 2008 鉄骨造
その他 その他 ねぷた保管用倉庫2 168.00 2010 鉄骨造
その他 その他 板石塔婆収蔵庫 33.00 1974 鉄筋コンクリート

その他 その他 駅⻄⼝ビル（共用部分） 597.62 2001 鉄骨造
その他 その他 北本駅前交番 101.94 2001 鉄骨造
その他 その他 北本駅東⻄⾃由通路 466.72 1977 鉄骨造

中分類 小分類 施設名 延床
面積

代表建物
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（３）対策の優先順位の考え方 

≪適正配置の考え方≫（適正配置計画より抜粋、一部更新） 

  横田薬師堂脇公衆便所及び民具収蔵庫（旧栄学童）は令和３年度中に解体

予定です。身元不明死体一時安置所は令和４年度に解体を予定しています。 

  民具収蔵庫（旧学校給食センター）は、第１期中の売却を検討します。 

  北本駅東口公衆トイレは平成 30 年度に移転による更新済みであり、継続

します。 

  それ以外の施設については、当面維持する方向で検討し、北本駅西口ビル

（共用部分）、北本駅前交番、北本駅東西自由通路、北本駅西口公衆便所

は築後 80 年まで延命化するものとします。 

 

≪保全の考え方≫ 

  駅西口ビル、北本駅東西自由通路は、特に大きな劣化は見られないため、

直近５年以内での大規模改修等は予定しません。駅西口ビルについては、

令和４年度にエレベーターの更新を予定しています。 

  板石塔婆収蔵庫は事後保全にて対応します。 

  上記以外の維持方針の施設については、特に大きな劣化は見られないため、

直近５年以内での改修等は予定しません。 

10 0 2 0 0 2 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 8 0 0

横田薬師堂脇公衆便所 横田薬師堂脇公衆便所 1984 13 D D C A A 293

北本駅前交番 駅西口ビル 2001 70 B B B B A 620

駅西口ビル（共用部分） 駅西口ビル 2001 70 B B B B A 620

北本駅西口公衆便所 駅西口ビル 2001 70 B B B B A 620

民具収蔵庫（旧学校給食センター） 民具収蔵庫（旧学校給食センター） 1980 35 B C C A A 505

ねぷた保管用倉庫1 ねぷた保管用倉庫1 2008 80 B B B A A 655

ねぷた保管用倉庫2 ねぷた保管用倉庫2 2010 85 B B B A A 660

板石塔婆収蔵庫 板石塔婆収蔵庫 1974 25 A C C A A 545

北本駅東西自由通路 北本駅東西自由通路 1977 30 A A B A A 705

観光公衆トイレ 公衆トイレ 2017 95 A A A A A 795

施設名称 棟名称
建築
年度

経
過
劣
化

部位劣化度 総
合
評
価

屋
根

外
壁

内
部

機
械

電
気
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（４）年次計画（対策内容と実施時期、対策費用） 

 

2022/R4 2023/R5 2024/R6 2025/R7
38 39 40 41

30 31 32 33
解体

440
21 22 23 24

21 22 23 24
エレベーター改修

40,142
42 43 44 45

4 5 6 7

21 22 23 24

40 41 42 43

14 15 16 17

駅⻄⼝ビル 2001

40

⾝元不明死体一
時安置所

⾝元不明死体一時
安置所

1992

北本駅前交番

2001 597.62

北本駅⻄⼝公衆
便所

駅⻄⼝ビル 2001 41.43

⺠具収蔵庫（旧
栄学童）

⺠具収蔵庫（旧栄
学童）

1982

⺠具収蔵庫（旧
学校給食セン
ター）

⺠具収蔵庫（旧学
校給食センター）

1980

80

60

北本駅東⼝公衆
トイレ

北本駅東⼝公衆ト
イレ

2018 60

横⽥薬師堂脇公
衆便所

横⽥薬師堂脇公衆
便所

ねぷた保管用倉
庫1

ねぷた保管用倉庫1 2008 84.00

101.94

40

80

40

98.16

80

40

第１期前期廃止を検討

第１期前期廃止を検討

継続

継続

第１期売却を検討

継続

継続

第１期機能移転

継続

R3年度中解体予定

(仮)新中央保育所
の建設に伴い移転・
解体

廃止・売却を検討

施設名称 棟名称 建築
年度

目標
使用
年数

延床面積
（㎡）

第１期の方向性
(適正配置計画)

年次計画（上段：経過年、中段：対策内容、下段：対策費用概算[千円]）
備考

1,065.00

20.05

1984 11.00

駅⻄⼝ビル（共
用部分）

駅⻄⼝ビル

9.90



64 
 

 
  

2022/R4 2023/R5 2024/R6 2025/R7
12 13 14 15

48 49 50 51

45 46 47 48

13 14 15 16

22 23 24 25

5 6 7 8

年次計画（上段：経過年、中段：対策内容、下段：対策費用概算[千円]）
備考

東⼝エレベーター 継続

継続

継続

継続

継続

継続

第１期の方向性
(適正配置計画)

ねぷた保管用倉庫2 2010

60

北本駅東⻄⾃由
通路

目標
使用
年数

8.64

168.00

延床面積
（㎡）

40

1977 339.72

施設名称 棟名称 建築
年度

観光公衆トイレ 公衆トイレ 2017

60

80

ねぷた保管用倉
庫2

2009 46.98

北本駅東⻄⾃由
通路

東⼝エスカレーター 2000 80.02

80

80

板石塔婆収蔵庫 板石塔婆収蔵庫 1974 33.00

北本駅東⻄⾃由
通路

北本駅東⻄⾃由通
路
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○配置図 
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